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現在の状況  

社会的養護体制を取り巻く現状と課題に対応するため、平成19年2月に「今  
目指すべき児童の社会的養護体制に関する検討会」を設置、5月に「中間と  

まとめ」がなされる。  

平成19年6月に公布された「児童虐待の防止等に関する法律及び児童福祉  

法の一部を改正する法律」の附則において社会的養護の体制の拡充について  

検討を進めることとされる。   
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社会保障審議会児童部会社会的養護専門委員会を8月に設置、9月7日（第  
1回）以降、計5回を開催し、11月22日にとりまとめ。  

「子どもと家族を応援する日本」重点戦略検討会議とりまとめ（平成19年12月）  

において、先行して実施すべき課題の1つとして、社会的養護体制の充実が盛り  
込まれる。  

成20年3月4日に「児童福祉法等の一部を改正する法律案」を閣議決定、第  

9回国会に提出。   



今後目指すべき児童の社会的養護体制に  

関する構想検討会委員名簿  O「今後▼目指すべき児童の社会的養護体   

制に関する検討会」を平成19年2月に   

設置し、検討を開始。  
委員名   所  属   

奥山 眞紀子  国立成育医療センターこころの診療部長   

柏女 霊峰   淑徳大学総合福祉学部社会福祉学科教授   

榊原 智子   読売新聞東京本社生活情事臨β記者   

庄司 順一   青山学院大学文学部教才受   

松風 勝代   大阪府健康福祉部児童家庭室家庭支援課長   

西澤 哲   山梨県立大学人間福祉学部教授   

山県系 文治   大阪市立大学生活科学部人間福祉学科教授   

吉田 恒雄   駿河台大学法学部教授   
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○ 現在の社会的養護の課題を整理し、今   
後目指すべき社会的養護体制のあり方   

とそれを実現するための具体的方策に   

ついて検討。  

○ 平成19年2月より9回開催し、同年5   
月18日に中間とりまとめ。  

◎座長  （敬称略、五十音順）   

＿」 轟宣FJ ，丁．  



（1）家庭的養護の拡充   

○ 里親制度の拡充  
・普及啓発活動の実施（国民運動としてぴ）PR活動等）  

・里親支援の拡充（レスパイトケア、相談支援、里親手当等の拡充）  

・里親と里17一のマッチングを児並相談所と共同で民間主体が実施する仕組みの検討   

○ 小規模グループ形態の住居（ファミリーホーム）の拡充  

・小規模グループ形態のイ1三信の制度化について検討   

（2）施設機能の見直し   

○ 施設体系の見直し  
・子どものニーーズに合わせた施設体系のあり方について改めて検討   

○ 施設機能の充実  
・家庭支援や治療的なケアを行う機能を強化   

（3）年長児童に対する自立支援の強化   

○ 進学支援、就労支援の強化等  

（4）社会的養護を担う人材の確保とその質の向上   

○ 施設長、施設職員等の資格要件、社会的養護に関する専門職や資格のあり方の検討等  

－
一
N
－
－
 
 

2 児童の権利擁護の強化とケアの質の確保に向けた具体的な施策  

○ 施設内虐待等の防止を図るため、制度的な対応も視野に入れた検討  
・高齢者虐待防止法等他の分野の施策を参考として検討  

3 社会的養護を必要とする子どもの増加に対応した社会的養護体制の拡充方策  

○都道府県等において整備目標も含めた整備計画を策定し、これに基づき計画的な整備を行う仕組みの検討   



→ 児童虐待の増加等に対応するため、第166回国会に提出され、成立した「児童虐   
待防止等に関する法律及び児童福祉法の一部を改正する法律」においても、政府は、  
社会的養護体制の充実に向けた検討と措置を講じることが規定された  

児童虐待の防止等に関する法律及び児童福祉法の  

一部を改正する法律（平成19年法律第73号）  

附 則  

（検討）  

第二条（略）  

2 政府は、児童虐待を受けた児童の社会的養護に関し、里親及び児童養護  
施設等の量的拡充に係る方策、児童養護施設等における虐待の防止を含  
む児童養護施設等の運営の質的向上に係る方策、児童養護施設等に入所  
した児童に対する教育及び自立の支援の更なる充実に係る方策その他必  

要な事項について速やかに検討を行い、その結果に基づいて必要な措置を  

講ずるものとする。   
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社会保障審議会児童部会社会的養護専門委員会  
の設置について  

平成19年9月7日  

社会保障審議会児童部会  
社会的養護専門委員会 委員名簿  

所  属  委 員 名  

全国児童 自 立支援施設協議会顧問  
l相 澤 仁   

国立武蔵野学院 施設長  
l   

全国乳児福祉協議会制度対策＝研究委員会委員長  

今 田 義 夫     日本赤十字社医療センター附属乳児院 施設長   

全国母子生活支援施設協議会副会長  
大 塩 孝 江  

倉 明 園 施設 長   

全国 自立援助ホーム連絡協議会監事  
大 島 祥市      ベアーズホーム 施設長   

奥 山  眞 紀子  国立成育医療センターこころの診療部長   

柏 女 霊 峰  淑徳大学総合福祉学部社会福祉学科教授   

全 国 里親会理事  
木ノ内 博通  

前千葉県里親会会 長   

榊 原  智 子  読売新聞東京本社生活情報部記者   

庄 司 J順 一  青山学院大学文学部教授   

松風 勝代  大阪府健康福祉部児童家庭室家庭支援課長   

全国情緒障害児短期治療施設協議会幹事  
高 田  治  

横浜いずみ学 園 施設長   

東京都福祉保健局 参事  
豊 岡 敬  

足立児童相談所長   

西 澤 哲   山梨県立大学人間福祉学部教授   

全国児童家庭支援センター協議会副会長  

藤 井 美憲     愛泉こども家庭センター 施設長   

全国児童養護施設協議会副会長  
藤野 興 －  

鳥取こども学園 施設長   

山原 文治  大阪市立大学生活科学部人間福祉学科教授   

吉 田  恒雄  駿河台大学法 学部 教授   

1．設置の趣旨   

社会的養護を必要とする子どもの増加や虐待等によ  

る子どもの抱える背景の多様化・複雑化を踏まえ、児童  
の社会的養護の拡充に向けた具体的施策を検討する  

ため、社会保障審議会児童部会に「社会的養護専門委  

員会」を設置する。   

2．構成等  
（1）専門委員会委員は別紙参照のこと。  
（2）専門委員会には委員長を置く。  
（3）専門委員会の庶務は、厚生労働省雇用均等・児童  
家庭局家庭福祉課において処理する。   

3．主な検討課題  

（1）子どもの状態に応じた支援体制の見直しについて  

（2）社会的養護に関する関係機関等の役割分担と機能  

強化及び地域ネットワークの確立について  

（3）自立援助ホームの見直し等自立支援策の拡充につ  

いて  

（4）人材確保のための仕組みの拡充について  

（5）措置された子どもの権利擁護の強化とケアの質の確  

保のための方策について  

（6）社会的養護体制の計画的な整備について  

（7）その他  
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◎委員長  （敬称略、五十音順）   



告書（ポイント）  社会的養護専門委鼻会報  

社会的養護を必要とする子どもの増加、虐待等子どもの抱える背景の多様化・複雑化  

1．子ど  

（1）家庭的養護の拡充   

① 里親制度の拡充  

○ 里親委託を促進するための制度的な枠組みを整備  

・「養育里親」と「養子縁組里親」の区別  

・里親認定登録制度の見直し、里親研修の義務化等  

・里親手当について里親による養育を社会的に評価する額への引上げ  

○ 里親支援の強化及び里親支援機関の創設   

②小規模グループ形態の住居における新たな養育制度の創設  

○ 小規模グループ形態の住居における養育を里親、施設と並ぶ子どもの養育の委託先として位置付け  

・同事業を社会福祉事業とし、一定の要件を課す   

③施設におけるケア単位の小規模化等家庭的養護の堆進  

○（2）の検討と併せて検討  

（2）施設機能の見直し   

○ 子どもの状態や年齢に応じた適切なケアを実施できるよう現行の施設類型のあり方を見直しするとともに人   

員配置基準や措置真の算定基準の見直し等を含めてケアの改善に向けた方策を検討。  
このような見直しを具体的に進めるためには必要な財源の確保が不可欠であるとともに、現在施設内で行わ   

れているケアの現状を詳細に調査・分析することが必要。   

○ 上記と並行して施設における専門機能の強化や自立支援策の強化を実施  
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る関係機周等の役割分担と機能強化及び地域ネットワークの確立  

（1）児童相談所のアセスメント機能の強化   

○ 児童相談所等の体制強化、一時保護から措置解除までの各段階における必要な事項の標準化の実施  

（2）家庭支援機能の強化  

○ 児童家庭支援センターにおける施設附置要件の見直し、生後4か月までの全戸訪問事業や育児支援家庭  

訪問事業の推進、要保護児童対  策地域協議会の調整機関への一定の専門性を有する者の配置など   



＿自立援助ホームの見直し等自立支援策 の拡充  

○ 年長児童の自立支援のための取組の拡充   
・自立生活援助事卦：自立援助ホーム）の見直しによる自立支援の強化一充実   

・施設を退所した子ども等に対する相談等を行う拠点事業の創設  

人材確保のための仕組みの拡充  

○ 職員及びその専門性を確保するため以下の施策の検討   

（1）施設長・施設職員の要件の明確化   

（2）基幹的職員（スⅦバーバイザー）の配置、養成のあり方  
・自立支援計画等の作成・進行管理、職員の指導等を行う基幹的職員の配置を義務付け等   

（3）国及び都道府県の研修体制の拡充  
・都道府県が人材育成を計画的に進めるための仕組みの導入  

・国による人材育成に関する指針の作成、研修体制の拡充等  

措置された子どもの権利擁護の酎ヒとケアの質の確保のための方策  
○ 施設内虐待の防止等子どもの権利擁護の強化に関する以下の施策の検討   
（1）措置された子どもの権利擁護を図るための体制整備  
・都道府県児童福祉審議会の調査審議事項として措置された子どもの権利擁護に関する事項の明確化等   

（2）監査体制の強化等ケアの質の向上のための取組の拡充   

（3）施設内虐待等に対する対応  

一 施設内虐待が起こった場合に外部へ知らせる仕組み（子どもの届出、職員の通告義務）  

・通告した職員等の保護（届出をした子ども・通告した職員に関する都道府県等の秘密保持、不利益取扱いの禁止）  
・届出、通告があった場合の都道府県が講じるべき措置の明確化（子どもの保護、施設等に対する立入調査、質問、勧告、  
指導、業務停止等の処分等）  

・施設内虐待に関する検証・調査研究、公表  
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的養護体制の計画的な整備  

○ 要保護児童に対し適切な支援を行い得るような社会的養護の提供量を確保するという観点から、都道府県にお   
いて計画的にその整備を行う仕組みの構築の検討   



児童福祉法等の一部を改正する法律（案）【社会的養護関連部分】の主な内容  

的養護専門委員会の報告書を踏まえ、社会的養護を必要とする子どもの数の増加、虐  社会保障審議会児童部会社会  

待等子どもの抱える背景の多様化等を踏まえ、社会的養護の質・量の充実を図り、体制整備を図るため、児童福祉法等  
の一部を改正する。  

（1）里親制度の改正（21年り∃施行）  

○養子縁組を前提とした里親と養育里親を区別し、養育里親の要件として一定の研修を修めることとする等里親制度を  
見直す。  
※ 併せて、養育里親について里親手当を引き上げる。  
（現行子ども1人につき3．4万円→1人目7．2万円 2人目以降3．6万円加算）  

○都道府県の業務として、里矧こ対する相談・援助等の支援を行うことを明確化し、当該業務を一定の要件を満たすも  
のに委託できることとする。  
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（2）小規模住居型児童養育事業 の創設（21年4月施行）   

○要保護児童の委託先として、養育者の住居において要保護児童を養育する事業（ファミリーホーム）を創設する0   
0 養育者の要件等事業に関する要件を定めるほか、都道府県の監督等必要な規定を設ける。  
※ 事業に閲し必要な要件として以下のような事項を検討。  
＊養育者の要件・・里親として○人以上の子どもを○年以上受託した経験を有する者、児童養護施設等での養育  
経験が○年以上ある者等  

＊人員配置、設備等・・家事や養育の補助を行う者の確保等   

（、3）要保護児童対策地域協議会の機能強化＼～．1卓娼旗jも 
○要保護児童対策地域協議会の協議対象を、養育支援が特に必要である児童やその保護者、妊婦に拡大するほか、   
要保護児童対策調整機関に、一定の要件を満たす者を置く努力義務を課す。   

家庭支 （4） 援機能の強化l●．．21年4月施軋  
○児童相談所における保護者指導を児童家庭支援センター以外の一定の要件を満たす者にも委託できることとする。  
○児童家庭支援センターについて、施設に附置される場合だけではなく、一定の要件を満たす医療機関やNPO等、地   
域で相談支援を行う機関が児童家庭支援センターになることを可能とする。   



し（21年4月  

○ 児童自立生活援助事業について、対象者の利用の申込みに応じて提供することとするとともに、義務教育終了後の   

児童（18歳未満）のほか、20歳未満の支援を要する者を追加する等の見直しを行う。  

児童  止（21年4月施行）  

○ 施設長、施設職員、一時保護所の職員、小規模住居型養育事業（仮称）を行う者及び里親等が行う暴行、わいせつ   
な行為、ネグレクト及び心理的外傷を与える行為等を被措置児童等虐待と位置づける。  
○ 被措置児童等虐待を発見した者に通告義務を課すこと、被措置児童等虐待を受けた子どもが届出できること、通告   
や届出先に都道府県等のほか都道府県児童福祉審議会を定める。  
○ 都道府県等の職員は、都道府県等に通告をした者及び届出した子どもを特定させる事項を漏らしてはならないことと   
する。  
○ 通告、届出があった場合の事実確認や保護、施設の立入調査、質問、勧告、業務停止等の都道府県や都道府県   
児童福祉審議会が講ずべき措置等を明確化する。  
○ 国は、被措置児童等虐待に関する検証一調査研究を実施し、都道府県は被措置児童等虐待の状況等について公表   
する。  

ー
一
∽
○
－
 
 

遡励  

○ 次世代育成支援対策推進法に基づく都道府県行動計画に社会的養護の提供体制に関する事項を記載事項として   

追加する。  

直uこついて   

○ 社会保障審議会児童部会社会的養護専門委員会報告書（平成19年11月）において以下のとおり提言されたことを  

受け、厚生労働省において調査を実施するとともに、その状況や結果について同専門員会に報告しながら、検討を進  
める予定。  
・子どもの状態や年齢に応じた適切なケアを実施できるよう現行の施設類型のあり方を見直すとともに、人員配置基  
準や措置費の算定基準の見直し等を含めてケアの改善に向けた方策を検討。  
■このような見直しを具体的に進めるためには必要な財源の確保が不可欠であるとともに、現在施設内で行われてい  
るケアの現状を詳細に調査・分析することが必要。   



社会的養護体制の拡充のイメージ  

養護を必要とする子どもに対する支援  

年長児に対する支援  

○施設   

児童養護施設   
乳児院   

児童自立支援施設   

情緒障害児短期治療施設   
母子生活支援施設  
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○機能強化と見直しに向けた検討  

・施設類型のあり方等の見直しに向け、必要な調査t  

分析を実施  

・基幹的職員の配置、専門職の配置、家庭支援機能  
の強化等の機能強化 等   

家庭支援の強化  

児童相談所のアセスメント機能の強化・家庭支援機能の拡充  

人材確保のための仕組みの拡充  

国による指針・都道府県計画による計画的な整備（量的・質的）   



1．子どもの状態に応じた支援体制の見直し  

（1）家庭的養護の拡充①  

1、∫里親制度の拡充  
子育て中の世代や子育てを終えた世代等を含む誰もが、社会的養護体制の一翼を担うことができる   
よう、養子縁組を前提としない「養育里親」の普及啓発を進める。この際、その制度的な位置づけを明   
確化し、一定の社会的評価を得ながら養育を行うことができるようにするとともに、里親を支える支援体   
制等を整備する。  

O「養育里親」と「養子縁組を前提とした里親」を制度上区   

別   

○ 里親認定登録制度の見直し  

・養育里親の研修等の義務化   

■欠格事由や取消事由の明確化など  

O「社会的養護として子どもを   

養育する里親」と「養子縁組を   

前提とした里親」が同じ制度の   

中に混在し、里親＝養子縁組   
であるという誤解も存在   

○ 養育里親の研修に関する基   

準がなく、自治体間でばらつき   
が大きいなど、里親の認定登   

録制度について改善■充実を図   

る必要性   

○ 里親に関する普及啓発ととも   

に里親に対する相談支援や里   

親手当などによる里親支援の   

体制を拡充する必要性  
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→ 里親の制度的位置つけの明確化  

○ 里親支援の強化   

■都道府県における養育里親支援に関する業務（里親の研   

修、子どもを受託した後の相談支援等）の明確化  
・当該業務の委託先である里親支援機関の創設  

○ 養育里親に対する里親手当の引き上げ  

（現行）子ども1人につき3．4万円  
→（見直し後）1人目7．2万円  

（2人目以降3．6万円を加算）  

→ 里親を支える支援体制の整備  

※ なお、「養子縁組を前提とした里親」についても、相談支援等を充実   



里親支援機関の役割  

児童相談所業務  都道府県・   

里親登録申請  

●認定、登録に関する事務  
・里親認定の決定、通知  

・里親の登録、更新、取消申請の受理等  

里親の認定・登録  
－
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○委託に関する事務  
・里親委託の対象となる子どもの特定  

・子どものアセスメント  

・措置決定会議において里親委託の決定  

・担当児童福祉司の決定   

一自立支援計画の策定  

○里親指導等  
■自立支援計画の実行（指導）  

・モニタノング   

○その他  
・都道府県間の連絡調整  

・実親（保護者）との関係調整等  

里親の支援、指導等  

○里親委託の解除  
・委託解除の決定   

実施主体：都道府県・指定都市（児相設置市含む）  

実施方法：児童家庭支援センター、乳児院、児童養護施設、NPO等に委託  

▲Jら＿■二三L■－ ▲  



（1）家庭的養護の拡充②  

塞（小規模珪星型児童養育重美過覿設  2．ファミリーホー  

「里親ファミリーホーム」の実態を踏まえ、養育者の住居において、家庭的な養育環境の下、適切な支  

援の質の担保を図りつつ、一定人数の子どもを養育する事業の制度化を図る。  

○ 現在、いくつかの地方自治体   
において里親が5～6人程度受   

託して行っている「里親ファミ  

リーホーム」については、里親  

○ 新たな事業として「小規模住居型児童養育事業（ファミ  

リーホーム）」を創設  

・一定人数以上の子どもを養育者の住居において養育す   

る事業の創設  

■ 里親、施設と並ぶ子どもの養育の委託先として位置づけ   

一 当該事業を社会福祉事業とする   

■ 当該事業を実施する者に関する要件を設定  
事業を実施する者・・里親として○年以上、○人以上子どもを受  

託した経験を有する者、児童養護施設等での養育経験が○年以  

上ある者等  

・人員配置、設備等について基準を設定  
家事や養育の補助を行う者の確保等  

－
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 だけでは養育や家事等  

十分ではないという指蔀  

※ 一般家庭で子ども5．  

育している世帯は子ど二  

世帯のうち0．2％（平月  

民生活基礎調査）  

○子ども同士の相互作f  
かしつつ、養育を行うこ  

きることから、里親との■  

関係を作ることが困難モ  

も家庭的養護が可能  

の辛が  

人以上養  

ものいる  

用を活  

とがで  

→事業化することによリー定の質を担保すると   

ともに設置を促進   



ファミリーホーム制度のイメージ（例）  

○ 里親、施設と並ぶ事業として、養育者の住まいにおいて一定人数（5～6人程度）の子  
（ファミリーホーム））を創設  ども達を養育する事業（小規模住居型児童養育事業   
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さ二」一．ト＿＿   



ファミリーホーム事業の概要（案）  

1巨的   
家庭的養護を促進するため、小規模なグループで養育者の住居において子どもを養育するファミリーホーム事業   

を創設する。  
※ いくつかの地方自治体において里親が5～6人の子どもを受託して行っているいわゆる「里親ファミリーホーム」について、里  
親だけでは養育の辛が足りず、これに対する支援と質の充実を図る必要がある  
※ 特に、里親との1対1との関係を作ることが困難であるケース等について、小規模なグループでのケアが必要となる  

星」蔓皇主体  

・個人（養育里親の経馬貪が○人以上の子どもについて○年以上の者、児童養護施設等の職員の経験が○年以上   

の者等）   

■ 法人（社会福祉法人、NPO法人等）  

8‥‥事業内容   

都道府県等から委託を受け、既存の住宅等を利用し、要保護児童の養育を実施する。  

旦＿＿定員   

1住居当たり概ね6名程度を目途に検討   

5＿設慮等  

・日常生活に支障がないよう、必要な設備を有し、職員が入居している子どもに対して適切な援助及び生活指導を   
行うことができる形態であること   

■ 食堂等入居している子どもが相互交流することができる場所を有していること  

・風呂、洗面所、便所、子どもの居室を有していること  

6、A＿員配置   

－ 3名以上の者を配置すること。  

・1名以上の者が当該住居に生活の本拠をおくこと。うち1名は事業所の管理者とし、うち1名以上が専任の養育   

者でなければならないものとする。  
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注）詳細については、現在検討中である。   



（2）施設機能の見直し  

子どもの抱える背景が多様化・複雑化する中、心理的ケアや治療を必要とする子どもに対する専門的なケアや  
自立支援に向けた取組、継続的一安定的な環境での支援の確保、ケア単位の小規模化とそこにおける家庭的な  
養護を推進する。  

○ 子どもの状態や年齢に応じた適切なケアを実施できる   

よう現行の施設類型のあり方を見直すとともに、人員配   
置基準や措置費の算定基準の見直し等を含めてケア   

の改善に向けた方策を検討。  
○ このような見直しを具体的に進めるためには必要な財   

源の確保が必要であるとともに、現在施設内で行われ   
ているケアの現状を詳細に調査・分析することが必要。  

○ 子どもの抱える背景が多様   

化・複雑化する中、心理的ケア   

や治療を必要とする子どもに対   

する専門的なケアや自立支援   

に向けた取組が十分に実施で   

きていない  

※ 児童養護施設の虐待を受け  

た子どもの入所割合は62．1％  

児童養護施設等の障害等の  

ある子どもの割合20．2％   

○ 子どもの状態に応じた心理的   

ケアや治療の充実・強化、自立   

支援に向けた取組、継続的■安   

定的な環境での支援の確保、   

ケア単位の小規模化を推進す   

る必要がある。  
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 → 施設の見直しに向けた検討を進めるため、   

必要な調査・分析を実施する  

○ 上記と並行して施設における専門機能の強化や自立   

支援策の強化を図るため、当面、以下の対応を進める。  
・基幹的職員の配置   

りむ理的1治療的ケアが必要な子どもに対し、特に医療   
機関等との連携を強化するため、専門スタッフの強化等  
・施設退所後まで見据えた自立支援に資するケアの計   

画的実施、自立支援の観点からの小規模ケアの実施  
・里親支援機関への積極的な受託などの里親支援の強   

化  

・児童自立支援施設における学校教育の導入の推進   

，  ．．＿．．，「，．．．け 




